６月１１日（火） 法務委員会　質問通告　
　　　　　　　　　　　　　　　　衆議院議員　階　　猛

１．拷問等禁止条約第２回政府報告審査について【資料１】

1 審査の際の上田人権人道大使の聴衆に対する発言は問題ではない
か？【外務大臣政務官】
2 [bookmark: _GoBack]上田人権人道大使の処分につき、注意では軽すぎるのではないか？【外務大臣政務官】
3 審査後の委員会勧告において、可視化を含め取調べ方法の改善を求められている。これにつき、どのように対応するか？【法務大臣】
4 従軍慰安婦に関する公人の言動につき政府に反論も求めているが、どのように受け止めるか？【法務大臣】

２．法曹養成制度検討会議について【資料２、３】

1 同会議の座長試案は、付帯決議二にいう「質の高い法曹養成制度全体についての検討を加えた結果を一年以内に取りまとめ」に反するのではないか？【法務大臣】
2 取りまとめがいかなる内容であれ、付帯決議二に従い、「政府においては、講ずべき措置の内容及び時期を直ちに明示する」ものと理解してよいか？【法務大臣】

＊付帯決議三につき、頂いた資料を検討の上、必要あれば明日の朝、質問を通告します。

3、 法案について

1 刑の一部執行猶予制度導入により，従来，全部執行猶予とされていたものが一部執行猶予となり，厳罰化につながるのではないか。　【法務大臣】
2 本法律案の提案理由説明では，「施設内処遇を行った上，残りの期間については執行を猶予し，相応の期間社会内処遇を実施することが，再犯防止・改善更生のためにより有用である場合があると考えられる。」などとされているが，その根拠はどのようなものか。　　　　【法務大臣】
3 社会内処遇が再犯防止等に有用と考えるのであれば，３年以下の懲役又は禁錮の言渡しを受ける場合に限定せず，例えば懲役１０年というような，より重い判決の言渡しを受ける場合も，一部執行猶予の対象となるようにすべきではないか。【法務大臣】
4 社会内処遇が再犯防止等に有用と考えるのであれば，現行法下において，例えば刑事施設内での行状が悪く，悔悟の情や改善更生の意欲が認められずに仮釈放とはならず，満期釈放となってしまうような者に対しても，満期出所後に社会内処遇をできるようにすべきではないか。【法務大臣】
5 一部執行猶予の言渡しを受けた者が，一部の実刑期間中に刑事施設内において行状不良だった場合も，そのような者が改善更生するとは思われないので，刑の一部執行猶予の取消事由とすべきではないか。【法務大臣】
6 本法律案では，薬物犯罪については累犯者でも一部執行猶予を言い渡すことができるとされているが，薬物犯罪以外の罪の累犯者についても，施設内処遇に続く社会内処遇が再犯防止等に有用と考えられるので，一部執行猶予を言い渡すことができるようにすべきではないか。【法務大臣】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

６


月


１１日（火


）


 


法務


委員会


 


質問通告


 


 


            


    


衆議院議員


 


階


  


猛


 


 


‚P�D�‰–â“™‹ÖŽ~�ð–ñ‘æ‚Q‰ñ�­•{•ñ���R�¸‚É‚Â‚¢‚Ä�yŽ‘—¿‚P�z


 


 


‡@


 


�R�¸‚Ì�Û‚Ì�ã“c�lŒ �l“¹‘åŽg‚Ì’®�O‚É‘Î‚·‚é”­Œ¾‚Í–â‘è‚Å‚Í‚È‚¢


 


‚©�H�yŠO–±‘å�b�­–±Š¯�z


 


‡A


 


�ã


“c�l


Œ �l“¹‘åŽg‚Ì�ˆ•ª‚É‚Â‚«�A’�ˆÓ‚Å‚ÍŒy‚·‚¬‚é‚Ì‚Å‚Í‚È‚¢‚©�H


�yŠO–±


‘å�b�­–±Š¯


�z


 


‡B


 


�R�¸Œã‚ÌˆÏˆõ‰ïŠ©��‚É‚¨‚¢‚Ä�A‰ÂŽ‹‰»‚ðŠÜ‚ßŽæ’²‚×•û–@‚Ì‰ü‘P‚ð‹�


‚ß‚ç‚ê‚Ä‚¢‚é�B‚±‚ê‚É‚Â‚«�A‚Ç‚Ì‚æ‚¤‚É‘Î‰ž‚·‚é‚©�H�y–@–±‘å�b�z


 


‡C


 


�]ŒRˆÔˆÀ•w‚ÉŠÖ‚·‚éŒö�l‚ÌŒ¾“®‚É‚Â‚«�­•{‚É”½˜_‚à‹�‚ß‚Ä‚¢‚é‚ª�A


‚Ç‚Ì‚æ‚¤‚ÉŽó‚¯Ž~‚ß‚é‚©�H�y–@–±‘å�b�z


 


 


‚Q�D–@‘‚—{�¬�§“xŒŸ“¢‰ï‹c‚É‚Â‚¢‚Ä�yŽ‘—¿‚Q�A‚R�z


 


 


‡@


 


“¯‰ï‹c‚Ì�À’·ŽŽˆÄ‚Í�A•t‘ÑŒˆ‹c“ñ‚É‚¢‚¤�uŽ¿‚Ì�‚‚¢–@‘‚—{�¬�§“x‘S


‘Ì‚É‚Â‚¢‚Ä‚ÌŒŸ“¢‚ð‰Á‚¦‚½Œ‹‰Ê‚ðˆê”NˆÈ“à‚ÉŽæ‚è‚Ü‚Æ‚ß�v‚É”½‚·‚é


‚Ì‚Å‚Í‚È‚¢‚©�H�y–@–±‘å�b�z


 


‡A


 


Žæ‚è‚Ü‚Æ‚ß‚ª‚¢‚©‚È‚é“à—e‚Å‚ ‚ê�A•t‘ÑŒˆ‹c“ñ‚É�]‚¢�A�u�­•{‚É‚¨‚¢


‚Ä‚Í�A�u‚¸‚×‚«‘[’u‚Ì“à—e‹y‚ÑŽž


Šú‚ð’¼‚¿‚É–¾Ž¦‚·‚é�v‚à‚Ì‚Æ—�‰ð




６ 月 １１日（火 ）   法務 委員会   質問通告                       衆議院議員   階    猛     １．拷問等禁止条約第２回政府報告審査について【資料１】     ①   審査の際の上田人権人道大使の聴衆に対する発言は問題ではない   か？【外務大臣政務官】   ②   上 田人 権人道大使の処分につき、注意では軽すぎるのではないか？ 【外務 大臣政務官 】   ③   審査後の委員会勧告において、可視化を含め取調べ方法の改善を求 められている。これにつき、どのように対応するか？【法務大臣】   ④   従軍慰安婦に関する公人の言動につき政府に反論も求めているが、 どのように受け止めるか？【法務大臣】     ２．法曹養成制度検討会議について【資料２、３】     ①   同会議の座長試案は、付帯決議二にいう「質の高い法曹養成制度全 体についての検討を加えた結果を一年以内に取りまとめ」に反する のではないか？【法務大臣】   ②   取りまとめがいかなる内容であれ、付帯決議二に従い、「政府におい ては、講ずべき措置の内容及び時 期を直ちに明示する」ものと理解

